
認定こども園への移行に向けた

制 度 説 明 会 （ 参 考 資 料 ）

令和７年３月

兵庫県福祉部こども政策課



認定こども園設置認可・認定申請手続きについて 
 

時期 申請者 市町 県 

随時 

 

 

６月 

～ 

７月 

 

 

 

 

 

 
 
 
８月

～ 

９月 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
10月 
 
 

11月

頃 

 

内示 

後～ 

１月 

 

１月

～３

月頃 

設置認可・ 

認定にかかる協議 

 

設置認可・ 

認定申請書提出 

 

 

・認可・認定要件充足のた

めの補正・添付書類準備等 

・ヒアリングの結果、必要 

に応じ意見書（案）の補正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
１号募集(設置認
可・認定予定とし
て)開始 
 
２・３号募集(設置
認可・認定予定とし
て)開始 
 
申請書の修正及び

添付書類提出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規施設の必要性の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

          付議 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

（審議会は､８月､９月に開催予定） 

※審議会に付議していない施設が、認定こども園として園児募集を行うことは不可 

※幼保連携型以外で、母体となる保育所等が新設の場合は、認可施設の協議と同時に進める（認

可施設としての認可の内示がなければ、認定こども園としての認定の内示も行わない） 

 

市町による確認作業 

設置認可書 

認定書 

設置認可・認定申請書受理、

現地確認等 

・学級編制、職員、設備、運営、経済的

基礎等の認可・認定要件の確認(申請

書、参考様式、平面図等) 

・市町担当者同席の上ヒアリングを実施 

・需給状況確認 
 
※補助金等を活用した整備案件は、前年

度中に予算要求等が必要 

・原則、全施設を事務局が現地確認 

認可・認定審査 
 

・申請書・添付書類の補正指示 

・需給状況確認 

・市町への協議（市町からの意見書で代

替） 

正式認可・認定 

・申請書・添付書類の補正指導 

 

・認可・認定申請に関する意見書の時

点修正、確認 

・申請内容の確認 

・申請者に対する情報提供、助言指導等 

・定員設定等も含めて、市町計画（確保

方策）の位置づけを確認 

・必要に応じて、市町の子ども子育て会

議に付議又は協議 

申請書の進達・ 

意見書の提出 

兵庫県認定こども園審議会 
※個別審議：幼保連携型、特定認可外保

育施設型 

※包括審議：幼稚園型、保育所型 
※審議会で疑義等が生じた場合は、委員

による現地確認等を実施 

審議会の意見を参考に認可・認

定の可否を審査 
設置認可・ 

認定の内示 

申請書(原案)(１部)及び 

認可･認定申請に関する意見

書（案）を提出 

※県への利用定員の届出 
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認可
申請

追加
提出

認定こども園設置認可・認定申請に係る当市（町）
の状況について（意見書）

○

各市町管内における特定教育・保育施設の位置図 ○

量の見込み及び確保方策について（別紙） ○

1
幼保連携型認定こども園設置認可申請書（届出書）
（様式第１号）

○ ● ○

2 誓約書(1) ○
法令の規定により条例に委任された社会福祉施設等施設の基準等に関する条例第７条第２
項及び第３項の規定に関する誓約書（施設長が暴力団員等でないこと及び施設がその運営
について、暴力団等の支配を受けていないことに関する誓約書）

○

3 誓約書(2) ○ 認定こども園法第17条第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書 ○

設
置
者

4
設置者及び経営者の経歴及びこれを証する書類
（法人登記、代表者の履歴、役員名簿）

○ ● ※原本は法人登記（履歴事項全部証明書）のみ ※○

5 職員の配置表（参考様式１） ○ ●

6 職員名簿（参考様式２） ○ ● 原則すべての職員について記載

7 園長予定者の略歴（参考様式２（付表１）） ○ ●

8 園長の資格の特例に関する理由書（参考様式２（付表２）） ○ ● 園長資格の特例を適用する場合は提出

9
副園長（教頭・主幹教諭）の略歴（参考様式２（付
表３））

○ ● 審査基準８（３）に該当する場合は提出

10
学級担任・調理員の配置状況（参考様式２（付表
４））

○ ●

11 面積等の総括表（参考様式３） ○ ●

12 各室別面積表（参考様式３（付表１）） ○ ●

13 敷地・園舎等の状況（参考様式３（付表２）） ○ ●

14 設備の概要（参考様式３（付表３）） ○ ●

15 運営の状況（参考様式４） ○ ●

16 各室求積表 ○ ● 各室の壁芯面積と内法有効面積が分かる資料

17 平面図(各室配置図） ○ ●
建物の延べ床面積及び各室の利用状況（保育室は対象年齢を含む）、面積等を
記載

18 立面図、付近見取り図、敷地及び園庭求積図 ○ ●

19
各職員の履歴書、資格証明書・免許状の写し（園長
を含み、学校医、学校歯科医、学校薬剤師は除く）

○

・参考様式に記載した職員の資格を証する書類を添付
・履歴書については、直近（認可申請を行う年度中）に作成されたものとする
こと（顔写真を履歴書に貼り付けること）

20

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行規則（平成26年内閣府・
文部科学省・厚生労働省令第２号）第12条又は第13
条（審査基準８の各号）に定める勤務年数以上勤務
したことの証明書

○
園長（園長資格が審査基準８（３）に該当する場合は、副園長又は教頭、主幹
保育教諭も提出）

○

21 特定園長研修修了証の写し ○
園長資格が審査基準８（３）に該当する場合及び同８（２）に該当する場合で
経験年数を満たさない場合は提出

22 学校医、学校歯科医、学校薬剤師就任承諾書 ○ 就任承諾書、協定書等を添付

23 土地・建物の登記事項全部証明書 ○ ●
基本財産部分で抵当権等を設定（独立行政法人福祉医療機構との協調融資に係
る場合を除く）している場合は、所轄庁の承認を得た書類を併せて提出（社福
のみ）

○

24 土地・建物の賃貸借契約書の写し ○ ●
土地の賃貸借契約を締結している場合
（締結していない場合は、貸与確約書の写し）

25 施設認可証の写し ○ 施設の設立認可（認可保育所、認可幼稚園）に係るもの（新規の場合は不要）

26 定款又は寄付行為 ○ 設置法人のもの

27
就業規則、旅費規程、給与に関する規定、経理規
定、育児休業・介護休業に関する規定、給食運営規
程、苦情処理解決規定　等

○ 認可を受けるに当たっての変更後の規定

28 運営規程（園則） ○ ●

29 重要事項説明書 ○ ●
「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準(平成26年
内閣府令第39号）第５条に規定する事項を記載

30 教育及び保育に関する全体計画、指導計画 ○ 幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づくもの

31 危険等発生時対処要領 ○
火災、災害時の消火、危険時の通報体制等の内容及び手順を定めた対処要領を
作成（消防署に提出した書類。作成にあたっては、「学校の危機管理マニュア
ル作成の手引」（文部科学省）を参照）

32 学校安全計画 ○
施設及び設備の安全点検、園児に対する通学を含めた学校生活その他の日常生
活における安全に関する指導、園児の所在確認の方法、職員の研修その他認定
こども園における安全に関する事項について計画を策定

33 保険証書 ○ 子どもの傷害等に係る保険証書（園が加入する賠償責任保険）

34 職員研修年間計画表 ○

35 子育て支援事業計画書 ○ 地域における子育て支援事業に関する計画書

36 職員勤務ローテーション表 ○

37 理事会会議録謄本 ○ ● 認定こども園の認可申請を行う旨の決定に関する理事会の会議録

38 入園説明会資料（しおり） ○ 教育及び保育の目標、主な内容について記載したもの

39 調理室の状況 ○ ●
間仕切りの確保など防火体制、調理器具の設置状況等について記載された書類
及び写真

40 給食に関する契約書 ○ ● 外部搬入、又は調理業務の委託の場合のみ添付

41 収支予算書 ○ ● ３か年分（幼稚園又は保育所からの移行の場合は不要）

42
資産状況証明書（直近の決算書類）、預金残高証明
書(認可申請時点）

○ ●
（幼稚園又は保育所からの移行の場合は不要）
※原本は預金残高証明書のみ

※○

43 借入金の状況及び償還計画書 ○ ● 借入金がある場合は添付（幼稚園又は保育所からの移行の場合は不要）

※　必要書類の提出にあたっては、原則Ａ４サイズ（片面）とし、必要に応じＡ３も可（図面等）。また、ステープラー（ホッチキス）留めしないこと。

※　Ａ４より小さいサイズの書類は、Ａ４サイズの用紙（白紙）に貼付の上、提出すること。

意
見
書
等

市
町
作
成

申
請
者
作
成

番
号

確認事項及び必要書類
確
認
欄

提出時期
備　　　　　考

認定こども園（幼保連携型）認可申請の必要書類

原本

兵庫県福祉部こども政策課　　　

区　分

※　追加提出時期の●印については、時点修正した上で提出（５、７～９、11～13、16～18、22、23が変更となる場合は要事前相談）

申
請
書

様
式

申
請
書
参
考
様
式

施
設
等
の
状
況

職
員
資
格

土
地
・
建
物
の

使
用
権
限

管
理
運
営
関
係
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兵庫県福祉部こども政策課　　　

認定
申請

追加
提出

認定こども園設置認可・認定申請に係る当市（町）の状況に
ついて（意見書）

○

量の見込み及び確保方策について（別紙） ○

1 認定こども園認定申請書（様式第１号の２） ○ ● ○

2 誓約書 ○ 認定こども園法第３条第５項第４号の規定に該当しない旨の誓約書 ○

3
認定こども園法第３条第５項第３号の規定に該当する旨の証
明書

○ 公立、社会福祉法人、学校法人以外（市町等が作成） ○

4 職員の配置表（参考様式１） ○ ●

5 職員名簿（参考様式２） ○ ● 原則すべての職員について記載

6 園長予定者の略歴（参考様式２（付表１）） ○ ●

7 学級担任・調理員の配置状況（参考様式２（付表４）） ○ ●

8 面積等の総括表（参考様式３） ○ ●

9 各室別面積表（参考様式３（付表１）） ○ ●

10 敷地・園舎等の状況（参考様式３（付表２）） ○ ●

11 運営の状況（参考様式４） ○ ●

12 付近見取り図 ○ ●

13 建物配置図 ○ ● 地番、屋外遊戯場の面積を記載

14 平面図 ○ ●
認定申請時の建物の現況図面。建物の延べ床面積及び各室の利用状況
（保育室は対象年齢を含む。）、面積（壁芯・内法有効）等を記載

15
資格証明書・免許状の写し（園長を含み、学校医、学校歯科
医、学校薬剤師は除く）

○ 参考様式に記載した職員の資格を証する書類を添付

16 各職員の履歴書 ○
・保育所、幼稚園からの移行の場合は不要
・履歴書については、直近（認可申請を行う年度中）に作成されたも
のとすること（顔写真を履歴書に貼り付けること）

17 土地・建物の登記事項全部証明書 ○ ● ○

18 土地・建物の賃貸借契約書の写し ○ ●
土地の賃貸借契約を締結している場合
（締結していない場合は、貸与確約書の写し）

19 施設認可証の写し ○
施設の設立認可（認可保育所、認可幼稚園）に係るもの（新規の場合
は不要）

20 定款、又は寄付行為 ○ 設置法人のもの

21
就業規則、旅費規程、給与に関する規定、経理規定、育児休
業・介護休業に関する規定、給食運営規程、苦情処理解決規
定　等

○ 認定を受けるに当たっての変更後の規定

22 運営規程 ○ ● 幼稚園型は園則及び運営規程

23 重要事項説明書 ○ ●
「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準
(平成26年内閣府令第39号）第５条に規定する事項を記載

24 教育及び保育に関する全体計画、指導計画 ○
幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保
育要領に基づくもの

25 消防計画 ○
火災、災害時の消火、通報体制等について、消防署に提出した書類
園児の所在確認の方法を記載したもの

26 保険証書 ○ 子どもの傷害等に係る保険証書（園が加入する賠償責任保険）

27 職員研修年間計画表 ○

28 子育て支援事業計画書 ○ 地域における子育て支援事業に関する計画書

29 職員勤務ローテーション表 ○

30 理事会会議録謄本 ○ ● 認定こども園の認定申請を行う旨の決定に関する理事会の会議録

31 入園説明会資料（しおり） ○ 教育及び保育の目標、主な内容について記載したもの

32 調理室の状況 ○ ●
間仕切りの確保など防火体制、調理器具の設置状況等について記載さ
れた書類及び写真（幼稚園型・特定型のみ）

33 給食に関する契約書 ○ ●
外部搬入、又は調理業務の委託の場合のみ添付（幼稚園型・特定型の
み）

34
設置者及び経営者の経歴及びこれを証する書類
（法人登記、代表者の履歴、役員名簿）

○ ● （特定型のみ）　※原本は法人登記のみ ※○

35
直近の指導監査（施設監査のことであり、子ども・子育て支
援法上の確認監査は含まない）の結果通知及び改善報告書

○ ● 公立、社会福祉法人、学校法人以外の保育所又は幼稚園

36
認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成13年
厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく認可外保
育施設指導監督基準を継続して満たしている旨の証明書

○ ● 現況が認可外保育施設の場合（公立、社会福祉法人、学校法人以外）

37 預金残高証明書(認可申請時点） ○ ● （特定型のみ） ○

38 借入金の状況及び償還計画書 ○ ● 借入金がある場合は添付（特定型のみ）

39 収支決算書 ○ ●
申請年度を含め過去３か年分（保育所型、幼稚園型：公立、社会福祉
法人、学校法人以外　　特定型：公立を除く全ての法人）

40 認可施設への移行に向けた計画書 ○ ● （特定型のみ） ○

※　必要書類の提出にあたっては、原則Ａ４サイズ（片面）とし、必要に応じＡ３も可（図面等）。また、ステープラー（ホッチキス）留めしないこと。

※　Ａ４より小さいサイズの書類は、Ａ４サイズの用紙（白紙）に貼付の上、提出すること。

※　追加提出時期の●印については、時点修正した上で提出（４、６、８～10、12～14、17、18が変更となる場合は要事前相談）

そ
の
他

管
理
運
営
関
係

職
員

資
格

土
地
・

建
物
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使
用
権
限

原本

認定こども園（幼保連携型以外）認定申請の必要書類

申
請
書

様
式

確認事項及び必要書類
提出時期確

認
欄

番
号 備　　　　　考区　分

市
町
作
成

意
見
書
等
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請
者
作
成

申
請
書
参
考
様
式
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の
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提出先：兵庫県各健康福祉事務所

1
認定こども園設置認可・認定申請に係る当市（町）の現状に
ついて（意見書）

2 量の見込み及び確保方策について（別紙）

申
請
書

様
式 3

幼保連携型認定こども園設置認可申請書（届出書）
（様式第１号）

4 職員の配置表（参考様式１）

5 職員名簿（参考様式２） 原則すべての職員について記載

6 園長予定者の略歴（参考様式２（付表１））

7 面積等の総括表（参考様式３）

8 各室別面積表（参考様式３（付表１））

9 敷地・園舎等の状況（参考様式３（付表２））

10 設備の概要（参考様式３（付表３））

11 運営の状況（参考様式４）

12
資格証明書・免許状の写し（園長を含み、学校医、学校歯科
医、学校薬剤師は除く）

参考様式に記載した職員の資格を証する書類を添付

13

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進
に関する法律施行規則（平成26年内閣府・文部科学省・厚生
労働省令第２号）第12条又は第13条（審査基準８の各号）に
定める勤務年数以上勤務したことの証明書

園長（園長資格が審査基準８（３）に該当する場合は、副園長又は教
頭、主幹保育教諭も提出）

14 特定園長研修修了証の写し
園長資格が審査基準８（３）に該当する場合及び同８（２）に該当す
る場合で経験年数を満たさない場合は提出

15 学校医、学校歯科医、学校薬剤師就任承諾書 就任承諾書、協定書等を添付

16 土地・建物の登記事項全部証明書 原本を提出

17 土地・建物の賃貸借契約書の写し
土地の賃貸借契約を締結している場合
（締結していない場合は、貸与確約書の写し）

18 各室求積表 各室の壁芯面積と内法有効面積が分かる資料

19 平面図(各室配置図）
建物の延べ床面積及び各室の利用状況（保育室は対象年齢を含
む。）、面積等を記載

20 立面図、付近見取り図、敷地及び園庭求積図

21 設置に関する条例等 認可を受けるに当たっての変更後の規定

22 運営規程

23 重要事項説明書
「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準(平
成26年内閣府令第39号）第５条に規定する事項を記載

24 教育及び保育に関する全体計画、指導計画 幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づくもの

25 危険等発生時対処要領
火災、災害時の消火、危険時の通報体制等の内容及び手順を定めた対
処要領を作成（消防署に提出した書類。作成にあたっては、「学校の
危機管理マニュアル作成の手引」（文部科学省）を参照）

26 学校安全計画
施設及び設備の安全点検、園児に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活
における安全に関する指導、園児の所在確認の方法、職員の研修その他認定こど
も園における安全に関する事項について計画を策定

27 保険証書 子どもの傷害等に係る保険証書（園が加入する賠償責任保険）

28 職員研修年間計画表

29 子育て支援事業計画書 地域における子育て支援事業に関する計画書

30 職員勤務ローテーション表

31 入園説明会資料（しおり） 教育及び保育の目標、主な内容について記載したもの

32 調理室の状況
間仕切りの確保など防火体制、調理器具の設置状況等について記載さ
れた書類及び写真

33 給食に関する契約書 外部搬入、又は調理業務の委託の場合のみ添付

※

意
見
書
等

公立又は公私連携幼保連携型認定こども園のみを設置予定の場合、県
こども政策課から添付資料として可とする旨の回答があったものを提
出

公立幼保連携型認定こども園設置届の必要書類

番号 確認事項及び必要書類 確認欄 備　　　　　考区分

公立幼保連携型認定こども園については、指定する日（おおよそ設置予定日の２ヶ月前）までに、必要書類一式を所管健康福祉事務所に提出
すること。

申
請
書
参
考
様
式

職
員
資
格

施
設
等
の
状
況

管
理
運
営
関
係

そ
の
他
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提出先：兵庫県各健康福祉事務所

1 届出進達書

2
認定こども園設置認可・認定申請に係る当市（町）
の状況について（意見書）

3 量の見込み及び確保方策について（別紙）

4
公私連携幼保連携型認定こども園の設置に関する協
定書（写し）

5
幼保連携型認定こども園設置認可申請書（届出書）
（様式第１号）

6 誓約書(1)
法令の規定により条例に委任された社会福祉施設等施設の基準等に関する条例第７条第２項及び第３項の
規定に関する誓約書（施設長が暴力団員等でないこと及び施設がその運営について、暴力団等の支配を受
けていないことに関する誓約書）

7 誓約書(2) 認定こども園法第17条第２項各号の規定に該当しない旨の誓約書

設
置
者

8
設置者及び経営者の経歴及びこれを証する書類
（法人登記、代表者の履歴、役員名簿）

法人登記（履歴事項全部証明書）は原本を提出

9 職員の配置表（参考様式１）

10 職員名簿（参考様式２） 原則すべての職員について記載

11 園長予定者の略歴（参考様式２（付表１））

12 園長の資格の特例に関する理由書（参考様式２（付表２）） 園長資格の特例を適用する場合は提出

13
副園長（教頭・主幹教諭）の略歴（参考様式２（付
表３））

審査基準８（３）に該当する場合は提出

14
学級担任・調理員の配置状況（参考様式２（付表
４））

15 面積等の総括表（参考様式３）

16 各室別面積表（参考様式３（付表１））

17 敷地・園舎等の状況（参考様式３（付表２））

18 設備の概要（参考様式３（付表３））

19 運営の状況（参考様式４）

20 各室求積表 各室の壁芯面積と内法有効面積が分かる資料

21 平面図(各室配置図） 建物の延べ床面積及び各室の利用状況（保育室は対象年齢を含む。）、面積等を記載

22 立面図、付近見取り図、敷地及び園庭求積図

23
各職員の履歴書、資格証明書・免許状の写し（園長
を含み、学校医、学校歯科医、学校薬剤師は除く）

・参考様式に記載した職員の資格を証する書類を添付
・履歴書については、直近（認可申請を行う年度中）に作成されたものとすること（顔
写真を履歴書に貼り付けること）

24

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行規則（平成26年内閣府・
文部科学省・厚生労働省令第２号）第12条又は第13
条（審査基準８の各号）に定める勤務年数以上勤務
したことの証明書

園長（園長資格が審査基準８（３）に該当する場合は、副園長又は教頭、主幹保育教諭
も提出）

25 特定園長研修修了証の写し
園長資格が審査基準８（３）に該当する場合及び同８（２）に該当する場合で経験年数
を満たさない場合は提出

26 学校医、学校歯科医、学校薬剤師就任承諾書 就任承諾書、協定書等を添付

27 土地・建物の登記事項全部証明書
・原本を提出
・【社福のみ】基本財産部分で抵当権等を設定（独立行政法人福祉医療機構との協調融
資に係る場合を除く）している場合は、所轄庁の承認を得た書類を併せて提出

28 土地・建物の賃貸借契約書の写し
土地の賃貸借契約を締結している場合
（締結していない場合は、貸与確約書の写し）

29 定款又は寄付行為

30
就業規則、旅費規程、給与に関する規定、経理規
定、育児休業・介護休業に関する規定、給食運営規
程、苦情処理解決規定　等

認可を受けるに当たっての変更後の規定

31 運営規程（園則）

32 重要事項説明書
「特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準(平成26年内閣府令
第39号）第５条に規定する事項を記載

33 教育及び保育に関する全体計画、指導計画 幼保連携型認定こども園教育・保育要領に基づくもの

34 危険等発生時対処要領
火災、災害時の消火、危険時の通報体制等の内容及び手順を定めた対処要領を作成（消
防署に提出した書類。作成にあたっては、「学校の危機管理マニュアル作成の手引」
（文部科学省）を参照）

35 学校安全計画
施設及び設備の安全点検、園児に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指
導、園児の所在確認の方法、職員の研修その他認定こども園における安全に関する事項について計画を策
定

36 保険証書 子どもの傷害等に係る保険証書（園が加入する賠償責任保険）

37 職員研修年間計画表

38 子育て支援事業計画書 地域における子育て支援事業に関する計画書

39 職員勤務ローテーション表

40 入園説明会資料（しおり） 教育及び保育の目標、主な内容について記載したもの

41 調理室の状況 間仕切りの確保など防火体制、調理器具の設置状況等について記載された書類及び写真

42 給食に関する契約書 外部搬入、又は調理業務の委託の場合のみ添付

43 収支予算書 ３か年分（公私連携保育所からの移行の場合は不要）

44
資産状況証明書（直近の決算書類）、預金残高証明
書(認可申請時点）

（公私連携保育所からの移行の場合は不要）

45 借入金の状況及び償還計画書 借入金がある場合は添付（公私連携保育所からの移行の場合は不要）

公私連携幼保連携型認定こども園設置届の必要書類

区分 番号 確認事項及び必要書類 確認欄 備　　　　　考

管
理
運
営
関
係

申
請
書
参
考
様
式

施
設
等
の
状
況

公立又は公私連携幼保連携型認定こども園のみを設置予定の場合、県こども政策課から
添付資料として可とする旨の回答があったものを提出

※公私連携幼保連携型認定こども園については、指定する日（おおよそ設置予定日の２ヶ月前）までに、必要書類一式を市町を通じて所管健康福祉事務所に提出する
こと。

そ
の
他

市
町

提
出

申
請
書

様
式

職
員
資
格

土
地
・
建
物
の

使
用
権
限
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認定こども園の認可・認定等 

に関する審査基準 
 

兵庫県知事（以下「知事」という。）が、認定こども園の認可・認定等を行う場合は、

認定こども園の認可等に関する条例（平成18年兵庫県条例第63号）その他の関係法令のほ

か、次の基準により審査する。 

 

第１ 設置認可・認定 

 

１ 基本方針 

認定こども園は、保護者の就労の有無に関わらず、就学前の子どもの教育・保育を一

体的に提供するとともに、地域の子育て支援機能を有することから、この多様な機能を

生かし、都市部の待機児童対策、人口減少地域での子どもの育ちに必要な集団確保など、

子どもの最善の利益に資する施設として、普及を推進する。 

 

２ 名称 

名称は、当該認定こども園の目的に照らしふさわしいものであって、かつ、兵庫県内

の既存園の名称と紛らわしくないものであること。 

 

３ 幼保連携型認定こども園の開園の時期 

原則、毎年４月１日とする。 

 

４ 土地・建物の所有等  

(1) 学校法人の設置する認定こども園については、「校地・校舎の自己所有を要しない

小学校等設置事業の全国展開について」（平成19年3月28日付通知18文科高第756号）

に準じた取扱いとする。 

(2) 学校法人及び国、地方公共団体以外の設置する認定こども園については、「不動産

の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成16年5月24日付通

知雇児発第0524002号・社援発第0524008号）に準じた取扱いとする。 

 

５ 設備 

必要な園具及び教具は、原則として自己所有とする。ただし、通常の教育及び保育上

支障がないと認められる設備に限り、借用とすることができる。 

 

６ 資金 

年間事業費の12分の１以上に相当する資金を、普通預金、当座預金等により有してい

ること。 

 

７ 収支見込み 

開園年度から少なくとも３年間の運営に係る収支について、適正な計画を立てており、

保育料、入園料等園児納付金収入、補助金収入その他の収入で収支の均衡を保つことが

可能であると認められること。 

 

８ 幼保連携型認定こども園の園長の資格 

  幼保連携型認定こども園の園長は、次のいずれかの要件に該当すること。 

(1) 教育職員免許法（昭和24年法律第147号）による教諭の専修免許状又は一種免許状

を有し、かつ、児童福祉法第18条の18第１項の登録を受けており、及び、就学前の子

どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平成26年内

6



閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号。以下「認定こども園法施行規則」という。）

第12条各号に掲げる教育又は児童福祉に関する職に５年以上あること。 

(2) 幼保連携型認定こども園の設置者の推薦書がある者（専修免許状、一種免許状、幼

稚園教諭二種免許状又は保育士資格を有する者に限る。）で、次の要件のいずれかを

満たすとともに、毎年、地方公共団体や関係団体等による園長研修等の受講に努める

こと。 

  ① 現行の幼稚園長、保育所長、認定こども園の長（以下「施設長」という。）とし

て、５年以上、施設を適切に運営してきた者 

  ② 幼稚園、保育所又は認定こども園の教諭又は保育士（施設長を含む。）として、

10年以上、教育、保育又は子育て支援に従事してきた者 

  ③ 別に定める地方公共団体や関係団体等による園長研修（以下、「特定園長研修」

という。）を受講し、修了証の交付を受け、園長となるための識見を身につけた者 

(3) (2)以外の幼保連携型認定こども園の設置者の推薦書がある者で、平成26年度末に

おいて施設長であり、かつ、設置認可申請時まで継続して施設長である者については、

(1)又は(2)に該当するまでの間、次の要件のすべてを満たすこと。 

① (2)の①から③までに掲げる要件のいずれかを満たすこと。 

② 認定こども園法施行規則第12条に定める園長の資格要件を満たす者又は幼稚園教

諭免許二種免許状及び保育士資格を併有し、同条各号に掲げる教育又は児童福祉に

関する職に５年以上ある者を当該幼保連携認定こども園の副園長、教頭又は主幹保

育教諭として設置（常勤に限る。）すること。 

③ 毎年、地方公共団体や関係団体等による園長研修等の受講に努めること。 

④ 施設の認可日までに、特定園長研修を受講し、修了証の交付を受けることとし、

修了後も５年ごとの期間に特定園長研修の受講及び修了証の交付を受けるよう努め

ること。 

 

９ 認定こども園の運営における実務経験等 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年

法律第77号。以下「認定こども園法」という。）第３条第５項第２号及び第３号に規定

する、認定こども園を経営するために必要な知識又は経験、社会的信望については、次

の要件のすべてを満たすこと。 

(1) 申請者は、認定こども園法第３条第５項第４号の規定に該当しないこと。 

(2) 認定を受けようとする施設は、現に幼稚園又は保育所、認可外保育施設として運営

実績があり、以下のいずれかに該当する施設であること。 

① 幼稚園及び保育所については、設置後に指導監査（施設監査のことであり、子ど

も・子育て支援法上の確認監査は含まない）を受けており、文書指摘に相当する基

準違反がない、又は改善済であること。 

② 現に認可外保育施設等として概ね３年以上運営実績があり、かつ、直近の会計年

度において、当該施設を経営する事業以外の事業を含む当該主体の全体の財務状況

について、３年以上連続して損失を計上していないこと。 

なお、認可外保育施設については、認可外保育施設に対する指導監督の実施につ

いて（平成13年厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づく認可外保育施設

指導監督基準を継続して満たしていること。 

 (3) 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第31条に基づく確認を受ける施設

として相応しい施設であることを、市町等が認めていること（以下の①及び②に該

当すること）。 

① 市町の子ども・子育て会議等において議論し、その必要性や適格性について同

意を得ていること。 

② 市町等が、設置者及び施設長に社会的信望を有する旨を証明していること。 
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10  特定認可外保育施設型認定こども園における認可施設への移行計画の策定 

特定認可外保育施設型認定こども園は、原則、認定後、５年以内に幼保連携型認定

こども園又は幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園へ移行することとし、認

定申請時に、移行に向けた計画書を提出すること。 

ただし、過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）に規定する過疎地域

等に設置する場合において、地域における子どもの数を考慮し、認可施設として維持運

営するのは困難と判断できる場合はこの限りでない。 

 

11 子育て支援事業 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行規則（平

成26年内閣府・文部科学省・厚生労働省令第２号）第２条各号に掲げる事業又は知事が

別に定める事業を実施しなければならない。実施内容については、以下の事項に留意し

て実施するものとする。 

(1) 単に保護者の育児に代わって行うのではなく、教育及び保育に関する専門性を十分

に活用し、子育て相談や親子の集いの場の提供等の保護者への支援を通して保護者自

身の子育て力の向上を積極的に支援するものであること。 

(2) 子育て相談や親子の集う場について、週３日以上開設するなど保護者が利用を希望

するときに利用可能な体制が確保されていること。 

 

第２ 標準処理期間 

 

１ 申請書の到達後、申請書に対する処分を行うまでの標準処理期間（当該申請の補正に

要する期間を除く。）は６カ月とする。 

 

附 則 

１ この基準は、平成26年11月５日から施行する。 

 

２ この基準は、平成27年１月19日から施行する。 

 

３ この基準は、平成27年２月16日から施行する。 

 

４ この基準は、平成29年８月31日から施行する。 

 

５ この基準は、平成30年12月７日から施行する。 

  ただし、８(3)④の取扱いについては、平成32年（2020年）４月１日から適用する。 

 

６ この基準は、令和２年８月20日から施行する。 

 

７ ８(2)及び(3)に定める園長の資格は、平成36年度末（2024年度末）までの取扱いとし、

平成37年度（2025年度）以降の取扱いについては、遅くとも平成35年度末（2023年度末）

までに検討する。 

 

８ ９(3)に定める認定こども園を経営するために必要な知識又は経験、社会的信望に関

する要件については、平成30年４月１日までに認定を受ける施設に限り、①のみの取扱

いとする。 

 

９ 10に定める移行計画の策定について、平成29年４月１日時点において現に特定認可外

保育施設型認定こども園として運営をしている施設は、平成30年３月末までに移行計画
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書を提出することとし、移行期限は平成35年（2023年）３月末を原則とする。 

 

10 ８(2)③の取扱いについては、令和２年４月１日から令和４年３月末までの間におい

ては、令和４年３月末までに特定園長研修を受講し、修了証の交付を受け、園長となる

ための識見を身につけた者とする。 

 

11 ８(3)④の取扱いについては、令和２年４月１日時点において認可を受けている又は

令和２年４月２日から令和４年３月末までの間において認可を受ける幼保連携型認定こ

ども園の園長は、令和４年３月末までに特定園長研修を受講し、修了証の交付を受ける

こととし、修了後も５年ごとの期間に特定園長研修の受講及び修了証の交付を受けるよ

う努めること。 
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１　制度の名称と補助対象となる施設（いずれも民間立の施設が対象）

２　整備補助制度の比較表

認定こども園に移行する際の施設整備費補助制度には、対象施設や整備の目的等に応じ、次の
２種類の制度があります。

認定こども園の施設整備費補助制度

幼稚園 保育所
幼稚園機能
保育所機能

○

（原則）
国 　　　 １／２
市町　　 １／４
事業者　１／４

留意事項負担割合

就学前教育・
保育施設整備
交付金事業

創設、増改築、改築、大規模修繕等

主に小規模な施設整備、及び備品整備　等
認定こども園
整備等促進
事業

整備の翌年度には
認定こども園に移行
していることが必要

県　　　　１／２
事業者　１／２

補助対象となる整備種別

○

補助対象となる施設

○ ○

補助対象となる施設 補助の財源

認定こども園整備等促進事業

（県単独補助）
法人県民税
超過課税

制度の名称

国庫
＋市町負担額

就学前教育・保育施設整備交付金  ① 幼保連携型認定こども園を整備する保育所
 ② 幼保連携型認定こども園を整備する幼稚園
 ③ 幼稚園型認定こども園を整備する幼稚園
 ④ 保育所型認定こども園を整備する保育所
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国整備交付金の補助制度 県単独補助

就学前教育・保育施設整備交付金 認定こども園整備等促進事業

（注１）幼稚園・保育所から移行する場合のみ対象
（注２）国交付金の整備費補助との併用は不可

【事務の流れ】
○法人は直接県あてに手続を行う
　（市町を経由しない）

R7年
１月 〇整備予定事業の協議案件登録（原則年１回）

２月 ○国への１回目協議（4・5月着手予定の事業が対象）
　（簡易な図面、概算見積書に基づき、認定こども園の
　　認可・認定基準を満たしていること等の確認）

３月 〇採択予定事業の仮決定
　（１月に登録した協議案件から、国が採択予定事業の
　　仮決定を行う）

４月 ○１回目協議に対する内示
　（以後実施設計着手が可能で順次工事着工）
○国への２回目協議（6・7月着手予定の事業が対象）

６月 ○１回目協議の国への交付申請
○２回目協議に対する内示

８月

９月

10月

11月 　　　

12月

R8年
１月

２月
【補助事業の実績報告】
○補助工事完了検査の実施
○竣工・引渡し

３月 ○市町より補助事業実績報告書の提出
○補助金支払
　（実績報告から１～２ヶ月後）

４月

年月

〇認定こども園の運営開始

認定こども園の整備補助事業のスケジュール

【事務の流れ】
○法人は市町あてに手続を行う
　（市町は県経由国あて）

工

事

実

施

（注）令和８年４月１日から認定こども園に移行する場合の大体のスケジュールを目安として図示したものです。
個別のご相談についてはお早めにお願いいたします。

【施設整備の場合】
①認定こども園移行に関する事前協議と並行
して、整備計画についての事前協議

②整備計画が固まり次第、設計金額の精査

③補助金交付申請書の提出

④交付決定通知
→事業着手（入札・契約、工事着工）

〔工事が完了次第〕
・完了検査の実施

・補助事業実績報告書の提出
【必要書類】
①工事請負契約書（写し）
②工事完了報告書（引渡書）（写し）
③領収書（写し）

・補助金の支払
（実績報告から１～２ヶ月後）

【備品整備の場合】
①購入備品のリストアップ（県に事前提出）

②見積の取り寄せ（２者以上）

③補助金交付申請書の提出
（②の見積金額に基づき補助金額を算定）

④交付決定通知
→備品発注

〔備品の納品・代金支払が済み次第〕
・補助事業実績報告書の提出
【必要書類】
①各社の見積書（写し）
②納品書・請求書・領収書（写し）
③購入した各備品の写真

・補助金の支払
（実績報告から１～２ヶ月後）

国交付金の協議スケジュール

①事業着手予定月が令和７年４月・５月の事業
２月に協議済 → ４月内示予定

②事業着手予定月が令和７年６月・７月の事業
４月協議予定 → ６月内示予定

③事業着手予定月が令和７年８月・９月の事業
６月協議予定 → ８月内示予定

④事業着手予定月が令和７年10月・11月の事業
８月協議予定 → 10月内示予定

⑤事業着手予定月が令和７年12月～令和８年３
月
の事業

10月協議予定 → 12月内示予定
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国交付金による施設整備費補助

（就学前教育・保育施設整備交付金）

１ 事業目的

認定こども園の施設整備に要する経費を補助

２ 補助対象者

学校法人又は社会福祉法人

※ 市町が国の補助を受け、法人に補助。

→ 市町が施設整備の必要性を認め、予算化することが必要であるため、基本的には

前年度から市町との協議が必要。

３ 補助対象経費

施設の整備（新築、増築、増改築、改築、大規模修繕等）にかかる経費

４ 補助基準額（国庫分）

算定基準（基準額表）による定員別の算定額と実事業費（補助対象経費）の1/2（又は2/3）

を比較して低い方の額

５ 補助対象経費に対する負担割合

国庫1／2、市町1／4、法人1／4 （又は国庫2／3、市町1／12、法人1／4）
※ 補助対象経費の1／2（2／3）が基準額を上回る場合又は補助対象外経費がある場合は、
法人負担が実質1／4以上となることに留意。
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認定こども園整備等促進事業（施設整備費補助）（県単独補助）

１ 事業目的

幼稚園及び保育所が、認定こども園として整備するのに際し、国の施設整備補助の対

象外となる施設の拡充にかかる経費の一部を支援

２ 補助対象者

認定こども園を整備する私立幼稚園及び私立保育所

３ 補助対象経費

認定こども園への移行に必要な施設整備費、設備・備品整備費

（保育室の増築、調理室の整備、ベビーベッドや学習机などの備品等）

【対象経費】幼稚園から移行の場合：保育定員拡大のために必要な経費

（給食提供に必要な調理設備の設置等）

保育所から移行の場合：１号定員拡大のために必要な経費

（学級編制のため保育室をﾊﾟｰﾃｨｼｮﾝで区画等）

４ 補助額等

（１）補助基準額

８２２千円×定員※（１５人上限）と実事業費を比較して低い方の額

※ 定員：幼稚園からの移行・・・３号定員、保育所からの移行・・・１号定員

（２）補助金の額

補助基準額×補助率（１／２）【上限額：６，１６５千円】

５ 留意事項

・ 施設整備の場合は、入札手続により工事請負業者を決定していただきます。

（応札業者数等について、市町の基準に沿った形で入札を実施してください。）

・ 整備を行った翌年度に認定こども園に移行しなかった場合は、補助金を返還してい

ただくことになります。

６ 申請方法と事業着手までの流れ

① 交付申請書の提出【事業者 → 県こども政策課】

※ 交付申請書は随時（認定こども園への移行と事業の内容が固まり次第）受け付け

ます。

・施設整備の場合…設計内訳書、図面を添付

・備品整備の場合…見積書を添付

② 交付決定通知【県こども政策課 → 事業者】

③ 事業着手（入札、工事着工、備品の発注）

※ 必ず、交付決定通知後に事業着手してください。（交付決定前に契約等したもの

は補助の対象にはなりません。）

※ 備品の発注に当たっては、品目ごとに２者以上の見積合わせを行い、最も単価の

低い業者から購入いただくことになります。

13



認定こども園整備等促進事業補助金（移行事務費補助）（国庫・県単独補助）

１ 事業目的

幼稚園又は保育所が、認定こども園への移行に当たって必要となる経費の一部を補助する

ことで、認定こども園の設置促進を図る。

２ 補助対象者

認定こども園に移行する私立幼稚園※又は私立保育所

※私学助成を受けている私立幼稚園

３ 補助対象経費

認定こども園への移行準備に要する経費

対象経費の例

移行に当たり認可・認定申請書類作成等の事務負担の増加に対応するための経費

事務職員として１年間従事 １,８００千円 補助基準額１,６００千円（補助金額８００千円）

※ 既存職員の事務負担軽減を図るため、雇用契約上移行に係る事務を行うために雇われた

職員の雇上費を補助します（雇用契約に移行事務を明記している必要があります）。

※ 補助金交付申請書の提出よりも前（今年度内に限る）に雇用している職員や、移行事務

担当者を複数名配置する場合についても対象となりますので、事前にご相談下さい。

※ 既存の職員が移行事務を行った場合の人件費は補助対象外になります。

４ 補助基準額

１，６００千円と実事業費を比較して低い方の額

５ 補助金の額

補助基準額×補助率（１／２）【上限額：８００千円】

６ 留意事項

・ 補助金を受けた翌年度に認定こども園に移行しなかった場合は、補助金を返還していた

だくことになります。

・ 補助金申請手続については、認定こども園への移行に向けた協議等の手続と並行して行

います（個別に調整いたします）。

７ 申請方法と交付決定までの流れ

(1) 交付申請書の提出【事業者 → 県こども政策課（令和６年11月末期限の予定）】

※ 交付申請書は期限内であれば随時（認定こども園への移行と事業の内容が固まり次

第）受け付けます。

※ 事務職員雇上経費を申請される場合は、雇用される方の雇用契約書、賃金台帳（見込

額）、申請業務に従事する時間等が分かる資料を添付して下さい。

(2) 交付決定通知 【県こども政策課 → 事業者】
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区 分 想　定　さ　れ　る　内　容 留　　意　　事　　項　　等

人 件 費

　認定こども園移行に当たり、認可・認定申請書類
作成等の事務負担の増加に対応するための事務職員
の雇上経費

・　補助金交付申請書の提出よりも前（今年度
　内に限る）に移行事務のために雇用している
　職員についても対象となり得ますので、事前
　にご相談ください。

・　認定こども園移行のための事務に専従しな
　い場合は、雇用契約に当たり、その事務への
　従事時間を明記する等の工夫が必要。

・　対象となる人件費が、私学助成又は施設型
　給付と重複しないよう留意。

・　移行事務に従事することが分かる資料（そ
　の旨明記された雇用契約書の写し等）を提
　出。

　【参考】
　※　幼稚園（私学助成園）の場合、補助単価
　　に事務職員２人分の人件費が含まれてい
　　る。
　
　※　保育所の場合、公定価格の基本分単価に
　　事務職員（非常勤）１名分の人件費が含ま
　　れている。
　
　※　既存の職員が移行事務を行った場合の人
　　件費は補助対象外になります。

①　測量・製図業務
　　施設の平面図・求積図等（認可・認定申請
　書類の添付書類として必要）の作成

②　登記等の各種申請業務や、理事会議事録・
　定款（又は寄附行為）・運営規程等の作成業
　務等の委託（司法書士、行政書士、土地家屋
　調査士等）

  認可・認定申請資料作成業務（行政書士等）

印 刷
製 本 費

　認定こども園のしおり、園児募集要項、パンフ
レット等の作成経費

①　認定こども園である旨を施設入口等に表示
　するために必要なプレート・サイン・看板等
  の作成
　（デザイン料・取付工事費を含む）

②　施設名変更に伴う名刺・封筒等の作成

③　認定こども園運営のために必要なソフト
  ウェアの購入、作成、改修
   （HP、WEB等）

　　　※幼稚園･･･私学助成を受けている私立幼稚園に限る。

認定こども園整備等促進事業（移行事務費補助）の対象経費（例）

・　見積合わせの場合は、交付申請時に２者以
　上の見積書を提出（必須）

・　必ず、交付決定通知後に事業着手すること
（※　契約に当たっては、競争原理や公正の立
　　場から、最も有利で適正な見積者を相手方
　　としてください。特殊な契約等は要相談。)

委 託 料

物 品
作 成 費

【参考】

幼保連携型認定こども園は、その建物

又は敷地の見やすい場所に、当該施設が

幼保連携型認定こども園である旨を掲示

しなければならないこととされています。

（幼保連携型認定こども園の学級の編制、

職員、設備及び運営に関する基準第11

条）

※ 過去の補助実績から、主なものを例示しています。

この表に掲げる経費以外であっても、「認定こども園移行のための準備に必要な経費」との合理的な説明が付け

ば、検

討したいと考えていますので、事前にご相談ください。

※ 補助基準額の上限は160万円となっていますので、当該事業を十分に活用いただくため、①ある程度まとまった金

額が

見込まれること、②見積合わせ等の手間が生じないことから、人件費で計上することをお薦めします。
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保育教諭確保のための資格・免許取得支援事業

１ 事業目的

幼保連携型認定こども園における保育教諭確保のため、保育士資格と幼稚園教諭免許状の

いずれか一方しか所持していない職員が、もう一方の資格又は免許を取得する場合の講習受

講料等を支援する。

２ 対象施設

幼保連携型認定こども園及び幼保連携型認定こども園への移行を予定している施設

※政令市・中核市所管の施設は除く

※代替職員雇上費については公立施設を除く

３ 補助の概要

(1) 養成施設受講料等補助

①補助対象経費：養成施設の受講に必要な入学料・受講料等

②補助基準額：養成施設の受講に要した経費の１／２（上限100千円）

③補 助 要 件：・対象者が、２の対象施設に勤務しており、保育士資格又は幼稚園教

諭免許状の取得に係る特例制度（※）の対象者であること。

・資格又は免許の取得後、１年以上対象施設へ勤務すること。

※ 特例制度

保育士資格を有する者が幼稚園教諭免許状を取得する場合又は幼稚園教諭免

許状を有する者が保育士資格を取得する場合で、幼稚園・保育所・認定こども園

等における実務経験が一定以上ある場合、通常よりも少ない単位数の修了により

資格等の取得が認められる制度。

(2) 代替職員雇上費

①補助対象経費：上記(1)により資格・免許の取得を行う職員の代替として雇上げられ

た職員（新たに雇用された者に限る）に係る雇上費

②補助基準額：１日当たり7,690円（令和６年度基準額）

４ 補助基準額に対する負担割合

国１／２、県１／２

５ 留意事項

・ 補助の対象となる者は、常勤として勤務する職員であること（短時間勤務等は対象外）

・ 講習等の受講料については、原則施設が負担していること。

・ 補助を受けるにあたっては、講習の受講開始年度に実施計画書を提出すること。

なお、補助金の交付申請は、全ての講習の受講が終了し、保育士資格又は幼稚園教諭免

許状を取得した年度に提出すること。

（実施計画書と補助金交付申請書の提出年度が異なる場合があるので、注意すること）
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（例）受講期間が令和７年６月から令和８年３月、資格取得が令和８年４月の場合

実施計画書の提出・・・令和７年度

補助金交付申請 ・・・令和８年度

・ 実施計画書を受講開始年度に提出していない場合は、補助の対象とならないため注意す

ること。

・ 他の補助金や貸付事業との重複補助は受けられない。

17


